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in Japan toward Disclosure of Intellectual Assets 

要旨

知的資産レポーティングにはマネジメント・ツールと、コミュニケーション・ツールとしての2

つの機能がある。我が固において経済産業省が普及を目指している知的資産経営報告書は、コミュ

ニケーション・ツールの機能を重視したものであり、情報の受け手の理解可能性と信恵性を高める

ことが必要になる。このため知的資産を活用した付加価値創造のストーリーを開示して、ステーク

ホルダーの共感を得ょうとしている。その結果、マネジメント・ツールとしての機能は低くなると

の指摘もある。

本研究では、ストーリー形式での知的資産レポーテイングはコミュニケーション・ツールとして

は効果を発揮しておらず、むしろマネジメント・ツールとして効果的であることを示した。また、

マネジメント・ツールとコミュニケーション・ツールのそれぞれの機能を活かすための方策につい

て提案した。
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コミュニケーション・ツール

ABSτ'RACT 

Intellectual assets reporting has two functions : a management tool and a communication 

too1.官lereports on intellectual assets， which have been promoted by the Ministry of Economぁ

Trade and Industry (METI) in Japan， focus on the function as a communication tool. Therefore， 

it is neceSSaIγto make the reports more understandable and more credible for the persons who 

receive information仕'omthem. 

Because of this， the companies making the repo此Stlγto lay out a story line for creating 

added value by them and to receive empathy from the stakeholders. As a result， it is pointed 

out出atthe reports decrease the function as a managementω01. 

In this study， 1 found out that reporting about intellectual assets in a storytelling style is 
effective鎚 amanagement句olra血er血anas a communication旬。1.

1 also suggested a policy to take advantage of each function. 

Keyword 

communication tool， tinancial institutions，intellectual assets， 

intellectual assets reporting， management tool， small and medium enterprises 



30 龍谷政策学論集 創刊号 (No.1) 

I.はじめに

知識社会の到来により、新しい価値の創造が求め

られている。作ったら売れるという高度経済成長期

にみられた大量生産型のビジネスモデルだけでは、グ

ローパルな競争社会において競争力が保てなくなっ

てきている。このため、他とは異なる付加価値の高

い製品やサービスを生み出す必要があり、それには

知識やアイデア、ヒューマンネットワークといった

無形の知的な資産(以下「知的資産Jという)を活
用することが不可欠となる。企業会計においても、も

のづくり経済では物的資本への投資が経済成長を決

定づけるのに対して、知識経済ではナレッジや無形

財の創出・活用能力が産業競争力に大きな影響をも

たらすとの認識のもと、財務的・定量的情報に加えて、

非財務的・定性的情報が著しく重要になってきてお

り、知的資産の認識・測定のあり方が研究されてい

る(古賀・ 2∞5)。
このような中で、中小企業も自社の競争力の源泉

となる知的資産に気づき活用することがのぞまれる

が、無形財の多くは財務諸表では表すことができな

いために見過ごされることが少なくない。このため、

自社の競争力の源泉となっている強みである知的資

産に気づき、その活用方法について検討するツール

や、知的資産の存在やその活用方針などを企業内外

の利害関係者(ステークホルダー)に対して開示して、

企業の将来価値について理解してもらうためのツー

ルが必要になる。

一方、金融機関においても中小企業の成長性を評

価する必要性が増している。地方の産業空洞化を防

ぐためにリレーションシップバンキングの充実がの

ぞまれている。また、地方の金融機関だけでなく都

市部の金融機関においても預貸率が低下しており、従

来の土地や建物、機械設備といった有形物を担保に

した融資に加え、知的資産の価値を評価した投融資

の充実が必要だといえる。

これらの課題に対応するために、経済産業省は知

的資産レポーテイングを促進する政策を講じてきた。

2004年には「知的財産情報開示指針Jを定め、 2∞5
年には「知的資産経営の開示ガイドラインJを公表し、
知的資産の保有や活用状況さらには将来の活用にむ

けた方針を開示する知的資産経営報告を奨励しはじ

めた。 2007年には経済産業省所管の独立行政法人中

小企業基盤整備機構が「中小企業のための知的資産

経営マニュアルJを公表し、中小企業の知的資産開
示に焦点をあてた。そして、 2∞9年には2008年に作
成した「中小企業のための知的資産経営実践の指針J
基つeき「知的資産経営評価融資の秘訣」を公表し中

小企業金融の円滑化にむけた環境整備を図るなど、現

在の知的資産レポーテイングに関する政策は、中小

企業政策の一環として取り組まれている。

地方でも中小企業政策として知的資産経営報告書の

作成を支援する動きが表れた。京都府では知的資産経

営報告書を「知恵の経営報告書Jと呼ぴ、報告書の認
証事業を開始した。滋賀県中小企業団体中央会では、

中小企業施策を利用しようとする企業に対し、知的資

産経営報告書にて自社の強みを明らかにしたうえで施

策利用を進めるという 2段階方式の支援を行っている。

担当者によると自社の強みに気づいたうえで、各種施

策を活用する方が効果的だという 1)。

また、地域密着型金融の一環として、中小企業の

知的資産経営報告書の作成支援セミナーや成果発表

会を行う信用金庫も登場し始めたヘ

このように知的資産レポーテイングを中小企業支援

の一環として推進する先進的な動きがあるものの、知

的資産経営報告書の開示は進んでいるとは言い難い。

その主な原因として、知的資産レポーテイングの機能

を十分に活かし切れていないことが指摘されている。

戸田は、知的資産経営報告書にはマネジメント・ツー

ルとしての機能とコミュニケーション・ツールとして

の機能とがあり、イノベーションを推進するためには、

前者の機能を重視しつつそれに見合った開示方法を検

討するべきであるにもかかわらず、後者の機能を高め

るための信濃性の向上を強く意識したガイドラインや

マニュアルが整備されており、その結果、知的資産経

営報告書と他のコミュニケーション・ツールとの違い

が明らかにならず、結果的にコミュニケーション・ツー

ルとして普及していないと指摘している(戸田・ 2∞9，
225 --242頁)。

そこで、本論文では、 2つのことを明らかにする。

1つはストーリー形式での知的資産レポーテイングは、

マネジメント・ツールとして機能するのかどうか。も

う1つは、コミュニケーション・ツールとして機能

させるための開示方法についてである。

前者については、筆者は昨年、知的資産経営報告

書の開示企業(京都府の知恵の経営認証企業25社、

うち回答は24社)に対して意識調査を実施し、知的

資産開示の目的達成には、報告書の作成が効果的で

あることを指摘したが、ストーリー形式での開示が

マネジメント・ツールとして効果的なのかどうかに

ついては言及していない。そこで、同調査を基に因

子分析を行い、知的資産経営報告書はマネジメント・

ツールとして有効であることを示す。後者について

は、新たに全国の金融機関 (607機関、うち回答は

338機関)に対して意識調査を実施し、 309機関から

有効回答を得た。本アンケート結果を用いて、金融

機関にとって評価が難しい知的資産情報とは何か、ま

た、どのように情報開示すれば信濃性が向上するの

かについて分析する。さらに、知的資産情報の開示

が中小企業金融に及ぼす影響について明らかにする。
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これにより、知的資産経営報告書のコミュニケーショ

ン・ツールとしての機能を高めるには、何をどのよ

うに開示する必要があるのかについて私見を述べる。

本論文の構成は次のとおりである。第2章では、知

的資産レポーテイングの機能はマネジメント・ツー

ルとコミュニケーション・ツールとしての2つの機

能があり、我が国の知的資産経営報告書の開示にむ

けたガイドラインは後者の機能を意識していること

を述べる。そしてコミュニケーション・ツールとし

ての機能を強化するために、ストーリー形式での知

的資産レポーテイングが推奨されていることを紹介

する。第3章では、知的資産経営報告書の作成企業

に対する意識調査を用いて、報告書の作成はコミュ

ニケーション・ツールと比較してマネジメント・ツー

ルとしての効用が高いことを述べる。第4章では、金

融機関に対する意識調査を用いて、金融機関にとっ

て信態性の高まる情報開示のポイントを明らかにす

るo そして知的資産レポーテイングが中小企業金融

の何に効果的であるのかについて述べる。第5章では、

知的資産レポーティングの2つの機能の効果を高め

る方法について提案する。第6章はまとめである。

11.知的資産レポーティングの機能

知的資産レポーテイングには2つの潮流があるo 1 

つは北欧型モデルであり企業のナレッジマネジメン

トの伝達手段として発展してきており、もう lつは

アメリカ型モデルであり任意開示情報として展開さ

れてきた。アメリカ型は投資者や債権者を対象とす

る外部報告指向的であり、北欧型は経営者や従業員、

顧客や投資家などを幅広く対象とし、外部報告指向

とともに内部報告的機能を併せて持っている(古賀・

前掲， 199-203頁)。

戸田は日本の経済産業省が示した「知的資産経営の

開示ガイドライン」は、北欧型の代表的なガイドライ

ンである MERITUM(デンマーク，フィンランド，フ

ランス，ノルウェー，スペイン，スウェーデンの6か国

の共同研究プロジェクト)のガイドラインと比較し、

マネジメント・ツールとしての機能よりも、ステーク

ホルダーとのコミュニケーション機能を重視している

という。このため、日本のガイドラインは開示内容の

信想性を高めるために、過去の実績と将来の目標との

結びつきを企業の価値創造ストーリーとして説明する

とともに、知的資産を適当な指標 (KPI:Key 

Performance Indicator)で表すことを求めているが、

経済産業省が狙う連続的なイノベーションによって企

業の持続的競争優位を確保するという知的資産開示の

目的の達成のためには、知的資産経営報告書はコミュ

ニケーション・ツールとしての機能よりもマネジメン

ト・ツールとしての機能を重視しなければならないと

指摘している。さらに、日本の知的資産経営報告書は

コミュニケーション・ツールとしての機能も十分では

なく、従来の事業報告と比較した相対的有利性があい

まいであり、報告書の普及を遅らせる結果を招いてい

るという(戸田・前掲，236-242頁)。

確かに、自社の競争優位の源泉となっているクリ

テイカルな知的資産を明らかにし、他の知的資産と

の関係性や事業の付加価値との繋がりを把握するこ

とは、新たな知的資産の創造や事業の競争力強化に

むけてのマネジメントに効果的であると考えられる。

そして、我が国の中小企業の持続的競争優位性を確

保していくために、知的資産レポーティングにおけ

るマネジメント・ツールとしての機能を重視するこ

とも必要だと考えるロしかしながら、知的資産のス

トーリー形式での説明は、はたして知的資産経営報

告書のコミュニケーション・ツールとしての活用に

資するものなのか、言い換えれば、ステークホルダー

が受ける情報の信感性を高めるために、ストーリー

形式での情報開示が有効なのかどうかを確認したも

のは見当たらない。また、現在の知的資産経営報告

書の作成方法では、マネジメント・ツールの機能を

活かしきれていないのかについても、明らかにした

ものは存在しない。そこで、次章では、知的資産経

営報告書を作成した企業にとって、報告書のマネジ

メント・ツールとしての効果は認められたのかどう

かを分析するo また、第4章では、ストーリー形式

での説明は、金融機関に対してコミュニケーション・

ツールとしての機能を発揮するのか、また、コミュ

ニケーション・ツールとしての機能の向上に必要な

要素とは何かについて明らかにする。

ただし、以下で述べるマネジメント・ツールとし

ての効果とは、経済産業省の知的資産経営の開示ガ

イドライン第1章ガイドライン策定の背景・意義に

示されている「自社の持つ強みや価値の作り方、そ

れらの源泉となっている知的資産を認識し、自らの

経営のあり方を経営者の自で再認識し、それらを最

大限に活用した経営(知的資産経営)を実践してい

くことJに資するツールとなることを指すものとし、
コミュニケーション・ツールとしての効果とは、同

ガイドライン策定の背景・意義にある「財務諸表の

みでは表現できない知的資産や知的資産経営の内容、

それによって実現する将来の利益や企業価値につい

てステークホルダーの幅広い理解を得ていくこと」に

資するツールとなることを指すものとする。

III.中小企業の知的資産経営報告書作成の効果

筆者は昨年、京都府が実施している知的資産経営

報告書の認証事業(知恵の経営実践モデル企業認証

制度)にて認証された企業に対する意識調査を実施
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し、知的資産開示の目的達成には知的資産経営報告

書の作成が効果的であることを指摘した(中森

(2010))。しかし、報告書の作成によって、コミュニ

ケーション・ツールとマネジメント・ツールとして

の機能のいずれがより効果を発揮するのか、そして、

ストーリー形式での開示がいずれの機能に効果的な

のかまでは分析できていなし、。そこで、向調査のデー

タを再分析し、レポーテイングの方法と開示効果と

の関係性を明らかにする。

本調査で知的資産経営報告書の作成企業に京都府

の「知恵の経営認証事業Jで認証された企業(以下「認
証企業」という)を対象にしたのは、京都府が事業

を実施するにあたり、経済産業省のガイドラインに

基づき、自社の強み(知的資産)への気付き、強み

の活用策の検討、第三者への分かりやすい開示にむ

けて、知的資産のストーリー形式での開示と信滋性

の確保を図るための開示マニュアルを策定し、報告

書の水準を高める努力を講じていること。認証企業

は同マニュアルに従って報告書を作成し、学識経験

者や公認会計士、信用調査機関や産業支援機関など

で構成する評価委員会による書面審査とヒアリング

審査を経る必要があり、報告書作成にあたり知的資

産の開示内容の信1酸性を高める工夫を講じているこ

とから、調査先として適していると考えたからである。

調査は、 2008年9月から 2010年3月末までに認証

を受けた全25社にアンケートを実施し、 24社から有

効回答を得た 3)。認証企業の報告書作成目的は、従業

員との意思疎通や経営判断、人材育成といったマネ

ジメント・ツールとしてのものから、会社のPRや顧

客開拓、資金調達といった外部ステークホルダーに

対する知的資産開示を目的としたコミュニケーショ

ン・ツールとしての活用に関するものまで多様であっ

た九これらの多様な目的達成のために、報告書の作

成はどの程度効果的であるかどうかを5段階の尺度

を用いて聞いたところ、非常に効果的、どちらかと

言えば効果的を合わせて95.8%、どちらとも言えな

いが4.2%であった。 5段階の尺度の中央値3を検定

値にして、正規分布を仮定しないノンパラメトリッ

ク法のWilcoxonの符号付き順位検定を実施したとこ

ろ中央値よりも 0.1%水準で有意に高くなりへ報告

書の作成は目的達成のために効果的であるといえるo

すなわち認証企業の報告書作成に関する満足度が高

いと考えることができる。よって、本尺度は報告書

作成の満足度と読み替えることにする。

このデータを用いて、報告書作成目的ごとに平均

値の差を見た。その結果、融資目的のみ有意な差が

見られた。融資目的で作成した企業はそうでない企

業よりも満足度が低いことがわかる(表 1)。

表1.報告書作成満足度の平均値比較(融資目的)
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多様な報告書の作成目的がある中で、全般的には

目的達成に効果的であって満足度は高いものの、コ

ミュニケーション・ツールとしての重要な用途であ

る融資のためのツールとしての機能は他の機能に比

較して効果が低いことが明らかになった。

次に、報告書作成の具体的な効果について5段階

の尺度を用いて9項目について聞いたところ、事業

承継やリクルート(人材獲得)に関する項目が低く

なっているものの、他の項目聞で分散分析を実施し

たところ有意な差は見られなかった。そこで、作成

効果に関して因子分析を行い、抽出した因子と報告

書作成の満足度との関係性を見た。報告書作成効果9

項目に対して主因子法による因子分析を実施した。固

有値の変化 (2.57、1.87、1.30、1.13、0.81・・.)と、

固有値の累積%が2因子で48.72%を示したことや、

因子の解釈可能性を考慮すると、 2因子構造が妥当で

あると考えられため、再度2因子を仮定して

Varimax回転(直交回転)による因子分析を実施し

たヘ項目の取捨選択の目安として因子負荷量が0.35

以上であること、共通性が0.16以上である項目を対

象にし、信頼性の検討において a係数を大幅に下げ

るもの (0.10以上)を除外することにした 7)0 i従業
員との意思疎通や強みの共有J項目は後の信頼性の
検討でα係数を下げる原因となっていたためこれを

除外し、再度、 8項目に対して主因子法・ Varimax回

転による因子分析を実施して作成効果に関する 2つ

の因子(以下「作成効果因子」という)を抽出した。

回転前の2因子で8項目の全分散を説明する割合は

53.53%であった。第1因子は4項目で構成されており、

マネジメントに関係する項目が高い負荷量を示して

おり「マネジメントJ因子と命名した。第2因子は4
項目で構成されており、強みの外部への開示に関係

する項目が高い負荷量を示しており「コミュニケー

ションJ因子と命名した 8)(表2)。
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表2. 報告書作成効果の悶子分析

H 共通性

今後の経営戦略や事業計画の策定 .82 .32 .77 

自社の弱みの理解
.72 .07 .52 

(弱みへの気付き)

自社の強みの理解
.62 .倒 .39 

(強みへの気付き)

事業承継 .51 -.22 .31 

リクルート(人材獲得) -.29 .60 .44 

金融縄問の開拓や資金調達 -.02 .49 .24 

広報(宣伝力)の強化 .20 .47 .26 

顧客の開拓や顧客との関係強化 .27 .35 .19 

因子寄与 2.03 1.10 3.13 

寄与率 25.38 13.76 39.14 

次に作成効果因子と報告書作成の満足度との関係

をみるために、 2因子を構成する項目の得点を合計し

平均値を計算して下位尺度得点を算出した 9)。下位尺

度の構成概念の信頼性の検討ではクロンパック

(Cronbach)のaを用いた 101。マネジメントに関し

ては α=0.73を示したが、コミュニケーションでは

α=0.51を示しており信頼性は低い。しかしながら、

知的資産経営報告書のコミュニケーション・ツール

としての用途は、資金調迷、リクルート、顧客開拓

であって、それらに広報力の強化という項目を加え

てコミュニケーションの構成要素とすることの妥当

性は高いといえる。今回の構成項目数は少なく調査

企業数も少ないために、信頼性が低く出ている可能

性があるo したがって、以下ではコミュニケーショ

ンの下位尺度を用いた結果は参考程度にとどめるこ

とにする。

そして、作成効果因子と報告書作成の満足度との

相関をみたところ、マネジメントとの聞に有意な相

関がみられた(表3)。マネジメントの効果が高まる

ほど、報告書作成の満足度が高まる傾向にある。一方、

コミュニケーションの下位尺度は上述したとおり信

頼性が高くないために、相関関係が無いとは言い切

れないものの、報告書の作成効果との閥には相関関

係は見られなかった。

表3.報告書作成満足度と開示効果に関する相関分析

報告書作成満足度

マネジメント

コミュニケーション

報告書作成 コミュニケーショ

満足度 マネジメント ン

.451・ .103 

.侃1

*.5%水準で有意(両側) N=24 

それでは次に、報告書を作成するにあたり重点的

に開示したものは何かを探ることにするo 開示項目

16項目について5段階の尺度を用いて開示の重点度

を聞いた。そして 16項目に対して主因子法による因

子分析を実施した。固有値の変化 (4.41、2.95、1.82、

1.53、1.34・・・)と、固有値の累積%が2因子で

45.97%を示したことや、因子の解釈可能性を考慮す

ると、 2因子構造が妥当であると考えられたため再度

2因子を仮定してVarimax回転による因子分析を実

施した 11)。負荷量の低かった4項目 12)を除外し、再度、

12項目に対して主因子法・ Varimax回転による因子

分析を実施し、次のとおり開示の重点度に関する因

子(以下「開示重点因子Jという)を抽出した。回
転前の2因子で12項目の全分散を説明する割合は

58.85%であった。第1因子は6項目で構成されており、

強みを活かすストーリーに関する項目が高い負荷量

を示しており「強みのストーリーJ因子と命名した。
第2因子は6項目で構成されており、強みの関係性

に関する項目が高い負荷量を示しており「強みの関

係性J因子と命名した(表4)。

表4. 開示重点項目の因子分析

E 共通性

企業や事業の将来性 .87 -.09 .π 
新規事業開拓にむけた取組み .78 .16 .似

技術やノウハウ・アイデア .66 -.03 .44 

営業力 .60 .33 .48 
経営戦略や事業計画 .58 .08 .お

製品やサーピスのシェア .54 .24 .お

外部環境の変化や業界の将来性 .19 .84 .73 

財務内容 .14 .n .61 
CSR (企業の社会的責任)に関する

-.09 .63 .40 
取組み

知的資産(知恵}と他の知的資産と
.41 .60 .53 

の関係性

企業の歴史 -.45 .57 .53 

業績や財務内容と知的資産(知恵)
.21 .54 .お

との関連性

因子寄与 3.29 2.87 6.16 

寄与率 27.40 23.93 51.33 

次に下位尺度得点を算出し信頼性を検討した結果、

強みのストーリーは α=0.83、強みの関係性は α

=0.75であり信頼性は問題ないと判断した。この開示

重点因子の下位尺度を用いて対応のある t検定を行い

因子聞の差をみたところ、 0.1%水準で有意な差がみ

られ、ストーリーの方が関係性よりも重点的に開示

していることが明らかになった(表5)。

以上のことから、京都の認証金業は、知的資産レ

ポーテイングにおいて強みの関係性よりも強みのス

トーリーに重点を置いて開示しているものの、マネ

ジメント・ツールとしての効果が認められた。この

結果、少なくとも京都の認証金業の閲では、知的資

産経営報告書(知恵の経営報告書)はストーリー形

式でのレポーテイングであったとしてもマネジメン
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米5.I lfl ，r-í[( .'.'.U刈 {.の I~'~の 4会;包

対応サンプルの必

平均I~iの
平均値 .r.! iや II~X~ 標準ぷ必:

!必iみのストーリ

ー ~ñìみの関係性
.852 .877 

ト・ツールとして役立つものであるということがで

きる。

IV.金融機関の知的資産評価のポイント

.187 

中小企業に対して知的資産の開示を促す絞治産業

者の政策がある一方で、知的資産情報の受け手であ

る金融機闘に対しでも、金融庁が「金融検校マニュ

アル別冊([~I小企業融資編)J (平成 14年)や rI~Jノl、.

地域金融機関向けの総合的な監督指針J(平成 19年)
などで、中小企業の知的資産の評価iを促してきている。

このような中で、融資判断時に8;!.QJを超える金融

機関が2訓以上のウェイトで非財務情報を手IJ)IJして

いるといわれており(古賀、興三野・ 2009，130頁)、

金融機関は中小企業金融の一環で知的資産を詐官lIiし

ている。しかし、中小企業の知的資産をどのような

状態で開示されると評仙.が進むのかといった内容の

湖査は見当たらないために、はたしてス トーリーで

の開示が金融機附の知的資産評価iにプラスに働くの

かどうか判断できない。そこで、全凶の金融機|剥に

対して中小企業の知的資産情報をどの程度伝川して

いるのか、また、 どのように開示されると金融機関

にとって信怨性が高まるのかについて意議訓査を実

施した。アンケート では帝国データパンクのデータ

ベース (COSMOS2企業収録数135万件)に収録さ

れているデータから、銀行、信用金庫、信用組合、信

用保証協会を抽出し、総数 607 機関に訓jff.~I，I!: を配布し、

338機|剥から回答が寄せられたが (I型l答本55.7%)、

欠航他があった回答を除き、 309機関のデータを-J1;l終

サンプルとして川いた (有効回答率50.9%)IJlo内訳

は銀行56件、 1J川金庫 170件、信用組合63件、信
用保証協会20件である。本調査では知的資産と知的

j材産との椛同を避けるために非財務Wi報という言葉
をmいたが、制査にあたって非財務情報とは、 金融
検査マニュアル別il仕(中小企業融資編)で評fllliを促

している技術力や成長性といった非財務内容であっ

て「中小企業の成長性の評価に必要な経営"X.の資質
や将来ビジョン、技術 ・ノウハウ、人材・'(f成などJと

定義しており、知的資産を指している。本市ではア

ンケー トに合わせて非財務情報というJIJi!?fを111いる。

まず、中小企業の非j材-務情報の開示状j比に対する認

換について5段階の尺度をJfIいて開いた。少し開示さ

れている58.3%が"lt.i:も多く 、次いである科位1m不され

7~~の 9596 信頼区1H1

平j1:!:1i(li本
ドm~ 上限 t {~i l当1111交 (1何日間)

.'16'1 1.241 '1.56 21 .0∞ 

ている 33.7%、全く 1m示されていない5.8%、かなり

IJfJ示されている 2.3%、十分に開示されている 0%で

あった。そこで、 5段階の尺度の中央値3を検定他に

して、lサンプルのt検定を実施した。0.1%水準で1:11

火他よりも低いことがわかり、 金融機関は~I:財務情報

があまり開示されていないと認識しているといえる。

次に、財務情報と ~I;財務情報の信服性を 5 段階の

尺度を)IJいてIlfJいた。ある程度信用できるがも っと

も多かった (図 1)。そこで、信怨性に閲する平均値

の去について対応のある t検定を実施したところ、非

財務iW報の信j肢性が財務情報のそれに比べ低くなっ
ており 0.1%水準で有意な差が見られた。財務情報よ

りも非財務情報の信JIJ!.性が低いと考えていることが

わかっ た。 そこで、機|刻別に財 務情報と ~I:財務間報

のれ脳性に閲して比較をしたところ、 ~lqÞl'務情報に

|則しては機関毎の有意な差は見られなかった。一方、

財務間報に|刻しては機|刻何:に差が見られたために、

Tukey法(テューキーのHSD法)による多量比較の

結娘、信m保証協会の平均値が向く、銀行や信用金
NIとの11日に5%水準で有意な差がみられた。銀行や信

m金wは、信用保証協会に比べてrlJ小企業ーの財務情
報の侶脳性が低いと感じている。 中小企業は ~I:財務

的f.11開示の信JL~性を高めるとともに、財務情報につ

いても銀行や信用機関に対して信恕性が高まるよう

に努力する必要があるといえる。

"凪v

.....， 
ω.“ 

嶋刷1

..... 
"帆

".、
.帆.ー -z-~4U..'t'・6 ~'"・mで暑6 t"fif::lI.oIIで・.*<..t!!tiい 4・ L....唱~t6

(;'(( 1.財務情報と41，財務情報の幻段位

_"""偶.
・."‘'・・

次に、 多種多様な非財務情報のうち、金融機|刻に

とってJI'fllliが雛しいと感じている項目を探るこ とに

した。 23 項目について評価の閉鎖t性を 5段 I~Tの I~ )慌

をIIJいて質問lした。そして、23項Uに対してニi::.閃子

i1;による閃子分析を実施した。回有値の変化 (5.85、
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表6.評価困難項目の因子分析

Q6・20業界内地位やポジション
Q6・21業界動向・将来性
Qι19製品やサービスの蹴争力や特異性
Q6-23新規事業分野の市場規模
Q6-18知的財産権
Q6-17企業プランド
Q6・22進取の気性(新分野・他分野へ進出する力)
Q6-3事業承継の可能性
Qふ7従業員のモチペーション(やる気)
Qふ6従業員の能力や知識
Qら8従業員と経営者、従業員聞の人間関係(一体感)
Qι5従業員教育や人材育成システム
Q6-12企画力
Qι13課題(問題)対応力
Q6・11情報収集カ
Q6-10企業の技術力
Qふ16販売先・顧客との関係
Qふ15仕入先との関係

因子相関

2.14、1.55、1.38、1.21、1.06、0.98、0.93・・・) と、

固有値の累積%が4因子で47.46%を示したことや、

因子の解釈可能性を考慮すると、 4因子構造が妥当で

あると考えられたため、再度4因子を仮定して

Promax回転による因子分析を行った lijo十分な因子

量を示さなかった5項目 15)を除外し、残りの 18項目

に対して再度 Promax回転による因子分析を行った白

回転前の4因子で 18項目の全分散を説明する割合は

54.94%であった。その結果、評価の困難性に関する

4因子(以下「困難性因子Jという)を次のとおり抽
出した(表6)。第 1因子は8項目で構成されており、

事業そのものの優位性や将来性に関係する項目が高

い負荷量を示しており「事業の優位性J因子と命名
した。第2因子は4項目で構成されており、従業員

の能力に関係する項目が高い負荷量を示しており「人

的資源J因子と命名した。第3因子は4項目で構成
されており、企画力や情報収集力といった課題や社

会変化への対応力に関係する項目が高い負荷量を示

しており「変化への対応力J因子と命名した。第4
因子は2項目で構成されており、関係先に関する項

目が高い負荷量を示しており「関係資産J因子と命
名した。

これらの困難性因子聞の差をみるために下位尺度

得点、を算出した。信頼性の検討では、事業の優位性

はα=0.77、人的資源は α::::0.75、変化への対応力は

α=0.71、関係資産はα=0.84であり、信頼性は問題

ないと判断した。下位尺度を用いて平均値比較を行っ

たところ、人的資源や変化への対応力の評価が難し

いと認識していることがわかった(図2)。

E 
E 
W 

E 皿 W 
.722 -.131 .073 -.027 
.717 .012 -.228 .092 
.565 -.141 .229 .112 
.553 .067 -.067 .021 
.497 .022 .063 -.066 
.492 -.∞6 .030 .015 
.423 .187 .似8 .158 
.392 .145 -.181 -.109 
-.029 .882 -.073 .024 
.062 .600 .053 -.016 
-.111 .588 .ω8 .157 
.262 .459 .141 -.263 
-.146 .0∞ .880 -.074 
-.062 .093 .547 .084 
.011 .145 .462 .121 
.319 -.070 .425 -.058 
-.016 -∞7 .035 .843 
.045 .013 -.031 .821 

E 皿 W 
.234 .553 .370 

.412 .278 
.372 

M同

l.司直

且制措

3訓田

3._ 

Z双抽

事a田優位包 人的責S 量化，、a対応力 伺値貴慮

図2.困韓性因子の比較

分散分析を実施し、困難性因子の有意な差の有無

について確認した。まず、 1要因の分散分析を実施し、

平均値の差の標準誤差が等しいかどうかを検証する

ために、モークリー (Mauchly)の球面性検定を行っ

た。球面性の仮定が棄却されたので、グリーンハウス・

ガイザー (Greenhouse-Gaisser)で見ると、F(グルー

プ問自由度2.65、グループ内自由度814.72)=56.38、

0.1 %水準で主効果が有意であった。これにより、困

難性因子聞に有意な差があることが認められた。そ

こでポンプエローニ (Bonferroni)の方法で多重比較

を行った結果、人的資源が他の要因に比べ平均値が

最も高く、次いで変化への対応力が高かった。いず

れも 5%水準で優位な差が認められた(表7)。機関

別にも分析したが、人的資源の評価が難しいという

傾向は同じであった。人的資源については内部に入

り込まないと分からない部分が多く、また、変化へ

の対応力についても長期間の傾向を見る必要がある

ために、評価が難しいのではないかと考えられる。中

小企業は、金融機関に対する非財務情報の開示にあ
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表7.困難性因子の多重比較

(1)困雛性因子 (J)困難性因子 平均値の差(l-J)

1.事業の優位性 2.人的資源 -.363寧
3.変化への対応力 -.198* 
4.関係資産 -.似8

1.事業の優位性 2.人的資源 .363牢

3.変化への対応力 .165* 
4.関係資産 .315事

1.事業の優位性 2.人的資源 .198申
3.変化への対応力 -.165寧

4.関係資産 .150* 
1.事業の優位性 2.人的資源 .048 

3.変化への対応力 -.315* 
4.関係資産 -.150申

市.平均の謹は.05水準で有意.a.多重比較の調整:Bonfeπoni 

たっては、人的資源や変化への対応力に関してわか

りやすく説明をする必要があるといえる。

次に、金融機関にとって、非財務情報は何をどの

ように開示すれば信恕性が高まるのかについて分析

した。 22項目について信濃性の向上度合いを5段階

の尺度を用いて質問し、 22項目に対して主因子法に

よる因子分析を実施した。固有値の変化 (9.59、1.85、

1.42、1.03、0.92、0.82、0.72、0.66・・・)と、固有

95% 平均差信頼区間
標準誤差 有意確率a 下限 上限

.030 .∞o -.441 -.284 

.024 .∞o -.262 -.133 

.033 .845 -.135 .038 

.030 .∞o .284 .441 

.027 .飢旧 .092 .238 

.036 .0∞ .218 .411 

.024 .∞o .133 .262 

.027 .0∞ -.238 -.092 

.033 .000 .061 .238 

.033 .845 -.038 .135 

.036 .000 -.411 -.218 

.033 .000 -.238 -.061 

値の累積%が5因子で67.32%を示したことや、因子

の解釈可能性を考慮すると 5因子構造が妥当である

と考えられたため、再度5因子を仮定してPromax

回転による因子分析を行ったところ 16)、全ての項目

が十分な因子量を示した。抽出できた信感性を高め

る5因子(以下「信濃性向上因子Jという)は次の
とおりである。

表8.信想性向上項目の因子分析

E 皿 W V 

Q7・3強みと業績(財務内容)の関係 .863 -.180 .∞6 .055 -.∞4 
Q7-4強みと経営戦略・事業計画との関係 .811 -.020 .074 -.107 .014 
Q7・2強みが競争力の源泉となる理由 .801 .036 -.089 .058 .029 
Q7・1強み(非財務情報)のそのものの丁寧な説明 .695 .061 .017 -.107 .045 
Q7・5強みと外部環境の変化(変化と見通し)との関係 .544 .334 -.倒6 -.∞1 -.035 
Q7・21開示者の名前や肩書き(誰が書類作成したのか) -.283 .727 .047 .045 .130 
Q7・8企業理念の事業展開の首尾一貫性 .265 .659 -.087 -.082 .043 
Q7・7付加価値創造のストーリー .127 .648 -.029 -.035 .070 
Q7・6強みの構築過程や強みを得る努力 .222 .642 -.068 -.019 .044 
Q7・10企業(事業)の弱み .006 .529 .294 .075 -.167 
Q7・22開示支援者(専門家・資格保有者)の存在 -.156 .492 -.063 .337 .129 
Q7・11企業(事業)の弱みの対応策 .155 .421 .307 .149 -.182 
Q7・9企業(事業)の将来予測の根拠 .291 .393 .086 .088 -.052 
Q7・14業界外の人にも理解できる平易な表現 -.147 .212 .n5 -.138 .014 
Q7・15表現事項の数値による裏づけ .126 -.176 .639 .241 -.023 
Q7・17複数年にわたっての非財務情報の開示 .027 -.044 .612 .147 -.014 
Q7・16写真やイメージ図を用いたビジュアル表現 -.027 .133 .608 -.226 .251 
Q7・18過去に開示した将来見通しの遥成状況 .212 -.135 .476 .168 .106 
Q7・12事業内容や競争力の源泉(無形の強み)に関する第三者評価 -.068 .053 -.036 .939 -.029 
Q7・13事業内容や焼争力の源泉(無形の強み)に閲しての開業者との比較 .043 .090 .095 .552 .139 
Q7・20顧客や取引企業の声 .126 -.015 .014 .141 .753 
Q7・19従業員の声 -.043 .183 .057 -.059 .714 

因子相関行列 E 皿 W V 

I .60 .60 .51 .32 
E .66 .50 .54 
皿 .64 .50 
W .36 
V 
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第11温子は5項目で構成されており、 S9tみと業総

や競争力との関係性に関する項目が日い負者ifi止を示

しており 「強みの理由と効栄J因子と命名した。!t2
閃子は8項目で構成されており、付加古lIi似創造のス

トーリーや情報開示の論理一日性に|刻係する項目が

~'lj V、負荷量を示しており 「論理ll-lltl:J因子と命名

した。第3因子は5項目で構成されており、平易な

表現やビジュアル表現といった表現上の工夫に関係

する項目が高い負荷量を示しており 「わかりやすさ

の工夫」因子と命名した。第4因子は2項目で構成

されており、同業者比較などの客観性に|刻する項目

が高い負荷量を示しており 「客観性J因子と命名した。
第5因子は2項目で構成されており、職場の内外の

戸に|刻する項目が高い負荷量を示しており「現場の

声J因子と命名した (表8)。

次に信頼性向上因子聞の差を見るために1、f}'L尺J3t符
点をZ~: /J\した。 信頼性の検討では、強みの理j[出 とが~*

はa=0.87、論理II一貫性は白 =0.88、わかりやすさの工

夫はa=0.83、客観性はa=0.80、現場の戸は日=0.83

であり、信頼性は問題ないと判断した。そして、信j自

性向上因子の平均値比較を実絡したところ、 論理一貰

甘や現場-の声よりも、客観性、わかりやすきの工夫、

強みの理由と効果の方が高い他を示した (図3)。

uω; 

Il'lht.:阿胞と包. l''''ー良司 S 町0・H'If~のu ‘司E・R・t ，.‘・"'.

~13. 1訂以七ElilJ上因子の比較

そこで、分散分析を行い有意な差の有無について

確認した。まず、 I製図の分散分析を実施し、 平均値

の差の標準誤差が等しいかどうかを検証するために、

Mauchlyの球而性検定を行った。球而性の仮定が楽

却されたので、 Greenhouse-Gaisserで見ると、 F(グ

ルー プIlIJ自由度 3.34、グループ内自由度 1028.78)

=41.70、0.1%水準で主効果が有訟で-あった。これに

より、信組性向上因子IIljに有意な差があることが認

められ、 Bonferroniの方法で多重比較を行った結果、

客観性とわかりやすさの工夫、強みの理由と効果が、

論理一目性と現場の戸よりも平均値が高く 5%水準で

有意な差が認められた (表 9)。金融機関においては、

論理-1'-t性という ス トーリーによる開示に関係する

.-V:_9. WIll位。lilJ上因子の多量比較

95%平均差信頼区間 a
平均値の差

(I)信服性 (J)信!位性 (I-J) 標準誤差 有J:;f:Ti('i率 a 下|浪 上限

1.強みの理由と効果 2.論理一貫性 .279大 .029 .000 .198 .361 
3.わかりやすさの工夫 ー.041 .032 1.000 ー.133 .050 
4.客観性 ー.106 .039 .074 -.216 .005 
5.現場の戸 .197本 .044 .000 .073 .321 

2.論理一貫性 1.強みの型01と効果 -.279* .029 .000 ー.361 ー.198
3.わかりやすさの工夫 ー.321* .027 .000 -.397 -.244 
4.客観性 ー.385本 .033 .000 ー.479 ー.290
5.現場の芦 -.082 .036 .247 ー.185 .021 

3.わかりやすさの工夫 1. 1!IIみの理由と効扶 .041 .032 1.000 -.050 .133 
2.論理-1l性 .321ド .027 .000 .244 .397 
4.客観性 ー.064 .033 .508 ー.156 .028 
5.現場の声 .239* .038 .000 .131 .346 

4.谷間性 1.強みの型J=l:lと効梨: .106 .039 .074 -.005 .216 
2.論理一貫性 .385永 .033 .000 .290 .479 
3.わかりやすきの工夫 .064 .033 .508 -.028 .156 
5.現場の声 .303立 .044 .000 .179 .427 

5.現場の声 1. 強みの理由とガ~* ーー197* 044 .000 ー.321 -.073 
2.論理一員.性 .082 .036 .247 -.021 185 
3.わかりやすさの工夫 -.239* .038 .000 ー.346 -.131 
4.客観性 -.303本 .044 .000 -.427 -.179 

*平均の差は.05水準で有意a.多11'1比較の制経 Bonferroni
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因子よりも、同業者などとの相対比較といった客観

性を重視し、また、財務情報との関係性といった強

みの効果を重要視している傾向にあるといえるo ま

た、数値やビジュアルな開示の方が、ストーリーで

の開示よりも信濃性が高まるということがみてとれ

た。機関別にみると信用金庫や信用組合は金融機関

全体の傾向に近い形を示すが、銀行は客観性の因子

が他のすべての因子と比較し有意な差が認められ

た17)。銀行は相対比較を特に重要視する傾向にある

といえる。

これらのことから、知的資産レポーティングのコ

ミュニケーション・ツールとしての機能のうち、金

融機関に対するコミュニケーション・ツールの機能

を高めるには、ストーリーでの開示よりもライバル

祉などとの相対比較を示し、知的資産と財務内容と

の関係を示すとともに、表現方法としては図やグラ

フなどを用いてビジュアルに示す工夫が大切である

ことがわかる。金融機関のうち銀行に対しては、相

対比較などの客観性を特に意識した開示が重要だと

いえる。

それでは最後に、非財務情報の開示が中小企業の

資金調達に対して、どのような影響を与えるのかに

ついて分析しておく。資金調達の手段として、融資(短

期)、融資(長期)、私募債の発行、少人数私募債の

発行、株式の引受の5項目と、調達条件として、資

金調達額、資金調達における利子率、満期までの期

間の3項目について、 5段階の尺度を用いて平均値の

比較を行った(図4)。金融機関全体では、融資(長期)
が最も高かった。そして、私募債の発行も高い値を

示した。また、調達条件では利子率が最も低い値を

示し、調逮額が高くなった。

-・ー・宜'*-.行
輸》川崎圃鋼食.

一同一 ーーー喧帽喧古

".' ".~~ /~~/J"~ ~l" ; +"，. .， 
図4.非財務情報開示の効果の比較

輔酬由園周IIIlD金

開示効果の項目閥の有意な差の有無を確認するた

めに、 1要因の分散分析を実施し、平均値の差の標準

誤差が等しいかどうかを検証するために、 Mauchly

の球面性検定を行った。球面性の仮定が棄却された

ので、 Greenhouse-Gaisserで見ると、 F(グループ

閲自由度4.33、グループ内自由度1333.64)=27.13、

0.1 %水準で主効果が有意であり、項目間に有意な差

があることが認められ、 Bonferroniの方法で多重比

較を行った結果、融資(長期)が最も高い値を示し、

すべての項目に対して 5%水準で有意な差が見られた。

調達条件関係の項目では調達額が高く利子率が最も

低かった。 3項目の聞に 5%水準で有意な差が見られ

た(表10)。

以上のことから、金融機関は中小企業の非財務情

報の開示が不十分だと認識しており、非財務情報の

評価では、中小企業の人的資源や変化への対応力に

ついての評価が難しいと感じているということがで

きる。そして、知的資産レポーテイングにおいては、

ストーリーよりも客観性や知的資産保有効果に信懸

性のウェイトを置いていることがわかった。さらに、

非財務情報の開示は、長期融資や融資額に影響を与

えるということが明らかになった。

V.効果的なレポーティングのー提案

ストーリーによる知的資産レポーテイングは、企

業内部のマネジメント・ツールとして役立つことを

明らかにした。一方、金融機関はストーリーによる

レポーテイングよりも相対比較などの客観性や知的

資産の保有効果を重視していることもわかった。経

済産業省の知的資産開示ガイドラインでは、単一の

指標や数式を用いて企業価値の絶対値や相対的な序

列を定めたりできないし、開示される指標を用いて

限定的な比較可能性はあっても単純な数値による比

較可能性があるわけでないと述べているものの、金

融機関は比較可能な指標が信恕性を向上させると考

えていた。

つまり、ガイドラインは経営方針や経営哲学と整

合的な価値創造のストーリーの開示によって、開示

企業の企業価値や将来利益に関するステークホル

ダーの幅広い理解を得るという、知的資産レポーテイ

ングのコミュニケーション・ツールとしての機能を

期待したものであったが、むしろストーリーによる

レポーテイングは中小企業自身のマネジメント・ツー

ルとしての機能を発栂した。このことは、京都の認

証事業だけではなく、滋賀県中小企業団体中央会が

報告書作成支援事業でも同じことがいえる 18)。

これらの分析結果をもとに、本章では知的資産レ

ポーティングの2つの機能の効果を高めるための開

示法について提案したい。

まず、マネジメント・ツールとしての知的資産レ

ポーティングであるが、ストーリーによるレポーテイ

ングが効果的であると考えるo この点、楠木も戦略

をストーリーとして語り組織で共有することは戦略

の実効性を大きく左右すると述べている(楠木・

2010，47頁)白組織の構成員がセクショナリズムに陥

ることなく、共通の目標に向けて人的資源である個々
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表10.非財務情報開示の効果の多重比較
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標一(J)非財務開示の影響 平均の差(I-J)

2.融資(長期) -.265* 

3.私募債の発行 ・.055

4.少人数私募債の発行 .045 

5.株式の引受 .∞3 
6.資金調達額 ・.055

7.資金調達における利子率 .249‘ 
8.満期までの期間 .172* 

1.融資(短期) 2渇V
3.私募債の発行 .210・
4.少人数私募債の発行 .311* 

5.株式の引受 .却9・
6.資金調達額 .210* 

7.資金調達における利子率 .515* 

8.満期までの期間 .437* 

1.融資(短期) .055 

2.融資(長期) ・.210*

4.少人数私事債の発行 i∞・
5.株式の引受 .058 

6.資金調達額 .0∞ 
7.資金調達における利子準 .304・
8.満期までの期間 .2?:l・
1.融資(短期) -.045 

2.融資(長期) -.311・
3.私募債の発行 -.1∞8 

5.株式の引受 -.似2

6.資金調達額 -.1∞ 

7.資金調達における利子率 .204* 

8.満期までの期間 .126 

1.融資(短期) ・.ω3

2.融資(長期) -.2的*

1私募債の発行 -.058 

4.少人数私募債の発行 .似2

6.資金調達額 -.058 

7.資金調達における利子率 .246・
8.満期までの期間 .168・
1.融資(短期) .055 

2.融資(長期) -.210・
3.私募債の発行 .0ω 

4.少人数私募債の発行 .1∞ 

5.株式の引受 .058 

7.資金調達における利子率 .304* 

8.満期までの期間 .2?:l* 

7.資金調達における利子率1.融資(短期) ・.249*

2.融資(長期) -.515・
3.私募債の発行 -.304・
4.少人数私募債の発行 -.2ゆ4・
5.株式の引受 -.2准6・
6.資金調達額 ・.3似事

8.満期までの期間 -.078 

1.融資(短期) ・.172*

2.融資(長期) -.437* 

3.私募債の発行 ・.227*

4.少人数私募債の発行 -.126 

5.株式の引受 -.168・
6.資金調達額 ・.2?:l*

7.資金調達における利子率 .078 

*.平均の差は .05水準で有意a.多重比較の調整:Bonferroni 

4.少人数私募債の発行

(1)非財務開示の影響

1.融資(短期)

3.私募債の発行

2.融資(長期)

5.株式の引受

8.満期までの期間
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の強みを発揮するとともに、個々の強みを組織の強

みとして共有し、それらを活用して競争力のある事

業活動を行うには、強みを活かすストーリーの共有

が必要である。ただし、一義的にはストーリーを重

視するにしても、知的資産の関係性を明らかにする

ことも軽視すべきでない。社会や業界の動向を丁寧

に眺め、社会の変化が自社の知的資産にどのような

影響を与えるのかについて検討し、また内部の知的

資産同士の関係性を明らかにして知的資産の強化や

新たな知的資産を生む努力をすることで、より競争

力のある戦略ストーリーが策定できるのである。野

中らが指摘するように、変化する環境にダイナミッ

クに対処するには、情報・知識を単に効率的に処理

するだけでなく、それらを創造するような組織にな

る必要がある(野中、竹内・ 1996，72 -73頁)白戸田

も企業の知的資産ないし企業知識が創出・蓄積・活

用される仕組みと、それらがいかに関連しあって企

業価値を創出しているのかを明確化するよう、知的

資産経営報告書の構造と内容を変化させていくべき

と指摘している(戸田・前掲， 239頁)。マネジメン

トを経営資源の効率的な配分や組合せととらえるだ

けでなく、経営資源の創造まで含めて考えるべきで

あり、そのためには、知的資産レポーテイングにお

いても、理解可能性と信濃性の向上に加え、知的資

産の関係性の可視化にむけた努力が不可欠であるo

次に、コミュニケーション・ツールとしてのレポー

テイング、特に金融機関を対象にした効果的なレポー

テイングのためには、相対評価が可能な指標を記載

する必要があるといえるo ストーリー形式での開示

よりも相対比較可能性を重んじているということは、

デフォルトの可能性を精度よく測るために知的資産

を相対評価可能な数値に置き換えることを、金融機

関は望んでいることが推察される。ただし、それら

の指標として財務内容を記載するだけでは財務諸表

を開示するのと何ら変わらない。地域密着型金融と

して知的資産の評価を求められている中で、財務諸

表に代わる比較可能な指標の提示を望んでいるので

あるo 例えば、技術レベルを示すために、業界での

加工精度における標準値と自社の数値を示すことな

どが有効であろう。ところが、そのような比較が容

易でない特長を示すためには、開示企業にとって他

社の知的資産に関する指標を入手し、相対比較する

指標として用いることは困難であるo むしろ相対比

較するのはそのような指標が集まる金融機関の役割

であって、それにより金融機関の知的資産評価力の

差となって表れるのである。ただし、本指標こそが

金融機関の貴重な知的資産であるために、一般に開

示されることは期待しにくい。このため、知的資産

の開示情報を複数年にわたって集め、企業の成長性

やデフォルト可能性を測ることに役立つ指標につい

て丁寧に考察していく必要がある。山本らも、知的

資産情報が具体的に融資検討先の将来キャッシュフ

ローにどのような影響を与えるのかについて整理し、

因果関係を検討することが重要であると指摘してい

る(山本、俣野・ 2009，12・13頁)。それには公的な機

関において知的資産レポーテイングに関する情報を

収集し、開示企業の財務状況などとともに経年変化

をみる必要性が高いと考えるo たとえば信用保証協

会のような公的機関において知的資産経営報告書に

よる新たな債務保証制度などを作り、業種や企業規

模などに応じた知的資産評価指標を作成することも

効果的であろう。

その際に、単一の知的資産の指標を個別に比較す

るのでは知的資産の性格を無視した比較となってし

まうので注意が必要である。すなわち、知的資産は

活用方法によって価値が異なるものであって、結局

は知的資産活用のストーリーの中で指標を比較せね

ばならない。このため、指標と知的資産活用方法の

両方を経年比較していく必要がある。

VI. おわりに

本研究では、知的資産レポーテイングはマネジメ

ント・ツールとコミュニケーション・ツールの2つ

の機能を有しているが、コミュニケーション・ツー

ルとしての効果を高めるストーリー形式での開示が、

実は、マネジメント・ツールとしての効果を高める

ことに繋がっていることを明らかにした。ガイドラ

イン策定の狙いであった知的資産経営の推進、すな

わち企業が有する潜在力を再認識し、経営資源の配

分を最適化し、企業価値を高めることに繋がってい

たのであるo ところが、知的資産レポーテイングの

もう一つの機能であるコミュニケーション・ツール

としての機能は、特に金融機関向けにおいて、一部

の開示企業からは新規融資に役立つたという声も聞

かれるものの、全般的にみると十分な効果が表れて

いないということ治まできる。コミュニケーション・

ツールとして効果を発揮するには、情報の受け手で

ある金融機関の知的資産の評価力を高めるとともに、

知的資産開示の事例を増やし、情報の受け手が相対

比較可能なように、知的資産や知的資産活用におけ

る様々な指標を蓄積せねばならない。それには、京

都府のような知的資産経営報告書の認証制度も有効

であるし、滋賀県中小企業団体中央会のような中小

企業施策の活用のためのツールとして用いることも

効果的だと考える。また、但陽信用金庫のように金

融機関自身が取引先である中小企業の知的資産レ

ポーテイングを支援する取組みも重要である。しか

し、そのような政策が無い地域においても、中小企

業に対してまずはマネジメント・ツールとしての効
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果をわかりやすく説いていくことが知的資産レポー

ティングに取り組む動機づけになると考える。

今回の研究では、京都の認証企業という少数のサ

ンプルを用いたために、分析結果が知的資産経営報

告書作成企業すべてに対して当てはまるとは言い切

れない。今後は、他地域の企業がストーリー形式で

の知的資産レポーテイングで満足しているのかどう

かについて調査していきたい。ただし、経済産業省

近畿経済産業局の「知的資産経営報告書の評価・認

証手法に関する調査研究報告書Jにて、我が国中小
企業の知的資産経営報告書は内部マネジメント向け

に作成されることが多く、信湿性確保のために経営

理念から価値創造のストーリー展開に一貫性を持た

せることが重視されていると報告されていることか

ら、分析結果はさほど異なっていないのではないか

と考えている。

また、コミュニケーション・ツールの面でも、金融

機関以外のステークホルダーへ研究対象を拡大する必

要がある。

マネジメント・ツールの機能を強化するために、知

的資産の関係性の開示につながる報告書作成マニュア

ルの開発や、コミュニケーション・ツールの機能強化

にむけた相対比較可能な指標と方法の長期的な研究、

さらには知的資産レポーテイングの普及にむけた実効

性の高い取り組みについて、今後も研究を進めていき

たいと考えている。
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注

1) 2010年11月30日に開催された知的資産経営WEEK

2010シンポジウム(日本行政書士会連合会主催)にて

滋賀県中小企業団体中央会の中嶋和繁氏による紹介

2) 但陽信用金庫

3) アンケート調査期間は2010年6月3日-2010年7月3

目。発送および回収は発明協会京都支部にご協力いた

だいた。欠損値がある場合には分析毎に除外した。

4) 13項目について選択方式にて実施。複数選択可

5) 1 r全く効果なしJ、2rどちらかと言えば効果なしJ、3rど

ちらとも言えないJ、4rどちらかと言えば効果的J、5r非
常に効果的Jの5段階の尺度を用いた。

6) 島。max回転で2因子関の相関をみたところ021であり、

さらに2つの因子は対照的な性質であることから、 2因

子はほぼ直交していると仮定しV町恒lax回転を用いた。

7) 取捨選択の目安は、小塩(小塩・ 2011，138 -158頁)

に準拠して定めた。 Varimax回転の場合、いずれかの

因子に0.40以上の負荷量を示すことが期待されること

から、因子負荷量を二乗した値を足し合わせた共通性

の最小値が0.16となる。ただし、取捨選択の目安の下

限に近い値の場合には、当該項目を用いることの妥当

性も判断した。

8) r顧客の開拓や顧客との関係強化Jの項目は、因子負荷
量が0.35であり Varimax回転の期待する 0.40を若干

下回っているものの、コミュニケーションそのものに

関する項目であることから当該項目を用いることの妥

当性はあり、信頼性の検討において当該項目を削除す

ることでa係数が下がることから、当該項目を含める

ことにした。

9) 以下の検討における下位尺度得点の算出方法でも、作

成効果因子の下位尺度得点と同様に因子の構成項目の

得点を合計し平均値を算出する方法を用いた。

10)以下の検討における下位尺度得点の信頼性の検討でも、

すべてクロンパック (Cronbach)のaを用いた。

11) Promax回転で2因子聞の相聞をみたところ 0.20であ

り、さらに2つの因子は対照的な性質であることから、

2因子はほぼ直交していると仮定しVarimax回転を用

いた。

12)因子負荷量の目安である 0.35を下回った。 4項目の因

子負荷量はそれぞれ-0.31、0.27、-0.15、・0.10であった。

13)アンケートの発送および回収業務は株式会社帝国デー

タパンクに委託した。アンケート調査期間は2011年1

月11日-2月7目。調査対象機関は帝国データパンク

の2010年12月24日時点の基本情報をもとに抽出した。

14) 4因子の聞に相関関係がみとめられたことから Promax

回転を用いた。

15)因子負荷量の目安である 0.35を下回った。 5項目の因

子負荷量はそれぞれ0.34、0.31、0.31、0.27、0.22であっ

た。

16) 5因子の聞に相関関係がみとめられたことから Promax

回転を用いた。

17) Bonferroniの多重比較の結果5%水準で有意な差が見

られた。

18) 2010年11月30日に開催された知的資産経営WEEK2010

シンポジウム(日本行政書士会迎合会主催)にて滋賀

県中小企業団体中央会の中嶋和繁氏による紹介




